静岡市建設工事施工体制点検要領
１　趣旨
　　この要領は、本市が発注する建設工事の品質を確保し、目的物の整備が的確に行われるようにするため、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）及び同法第18条の規定による適正化指針に基づき、工事現場における適正な施工体制の確保を図るための監督業務における点検事項、処理手順等について、必要な事項を定めるものとする。
２　対象工事
（１）次項第２号ア及びイに係る事項

請負代金の額が4,500万円（建築一式工事にあっては、9,000万円）以上のものについて実施するものとする。

（２）次項第２号ウ、エ及びオに係る事項

前１号に掲げるもののうち、請け負った建設工事のうち一部を下請負施工により行う建設工事
（３）次項第２号カ及びキに係る事項

前２号に掲げるものについて、実施するものとする。
３　工事現場における点検
（１）点検方法

監督員は、工事現場に出向き、提出された工程表、現場代理人等通知書等に基づき、現場代理人その他の工事関係者との面接等の方法により点検し、確認する。

（２）点検内容

別記のチェックリストにより、次の事項を点検し、確認する。

　　ア　監理（主任）技術者

　　　　監理技術者資格者証（主任技術者の場合は、運転免許証等）の提示を求め、その者が静岡市建設工事請負契約約款第10条第１項に基づきあらかじめ通知された監理（主任）技術者と同一であり、元請負人の企業に所属するものであることを確認すること。

　　イ　技術者等の現場の常駐状況

監理（主任）技術者及び現場代理人の現場常駐状況について、適切な頻度で点検すること。

ウ　施工体制台帳

　　提出された施工体制台帳の写し及び添付された下請負契約書、再下請負契約書・再下請負通知書等を工事期間中に点検すること。

エ　施工体系図

　　　施工体系図が、工事現場の工事関係者及び公衆が見やすい場所に掲げられていることを確認すること。

　オ　施工体制の把握

　　　施工体制が一括下請負に該当していないこと、並びに施工体制台帳及び施工体系図が実際の施工体制と異なるものでないことを点検すること。この場合において、同一工事の入札参加者が下請負人となっていないことを確認すること。

　カ　工事実績情報システム（コリンズ）の登録

　工事実績情報システム（コリンズ）が登録され「登録内容確認書」と一致していることを確認すること。

　キ　建設業許可を示す標識等
　　①　建設業の許可を受けたことを示す標識が公衆の見やすい場所に掲示されていることを確認すること。

②　建設業退職金共済制度適用事業主の工事現場である旨を明示する標識が掲示されていることを確認すること。

③　労災保険関係の掲示項目が掲示されていることを確認すること。

（３）点検回数
　　　①  原則として毎月１回以上点検を実施するものとする。

②　工期が３箇月以内の工事については、①にかかわらず、工期の最初、中間及び工期末の３回以上とする。

（４）点検を実施する者

　　　①　主任監督員又は担当監督員が実施するものとする。

②　少なくとも１回以上は、総括監督員が主体となって実施すること。ただし、対象工事件数が多い工事担当課にあっては、主任監督員がこれに代わることができる。
４　点検結果の報告

（１）監督員は、点検が完了したつど、別記のチェックリストに所見を記入し、上司に報告すること。

（２）点検及び確認により、次のいずれかに該当すると疑うに足りる事実を把握したときは、工事施工担当課長は財政局財政部契約課長（以下「契約課長」という。）に、その内容を報告しなければならない。
　　ア　元請負人又は下請負人が、その請け負った工事を一括して他人に請け負わせたとき。

　　イ　元請負人又は下請負人が、建設業の許可を受けていない者に、建設業法に規定する金額以上の金額の下請負をさせたとき。
　　ウ　元請負人又は下請負人が、監督官庁から営業の停止又は禁止を命じられた建設業者と当該停止され、又は禁止されている営業の範囲に係る下請負契約を締結したとき。
　　エ　元請負人が、施工体制台帳（変更を含む。）の写しを本市に提出しなかったとき。
　　オ　元請負人が、監理（主任）技術者の設置状況その他施工体制の点検を本市から求められ、これを受けることを拒んだとき。
　　カ　元請負人が、施工体系図を工事関係者及び公衆の見やすい場所に掲げていないとき。
　　キ　元請負人が、必要な施工体制台帳を作成せず、又は作成した施工体制台帳を現場に備え置かなかったとき。
　　ク　当該工事の下請負人が、その請け負った建設工事を他の建設業者に請け負わせたにもかかわらず、その通知を元請負人にしていなかったとき。
　　ケ　元請負人又は下請負人が、必要な監理（主任）技術者を配置していなかったとき。
　　コ　元請負人が配置した監理技術者が、監理技術者資格者証の交付を受けていなかったとき。
　　サ　元請負人が配置した監理技術者が、監理技術者資格者証の提示を拒んだとき。
　　シ　土木一式工事又は建築一式工事を請け負った元請負人又は下請負人が、土木一式工事又は建築一式工事以外の建設工事を自ら施工する場合において、当該建設工事を管理する資格を持った技術者を配置していなかったとき、又は当該建設工事に係る建設業の許可を受けていない者にその建設工事を請け負わせたとき。
　　ス　元請負人又は下請負人が、許可を受けた建設業に係る建設工事に附帯する他の建設工事を自ら施工する場合において、当該建設工事を管理する資格を持った技術者を配置していなかったとき、又は当該建設工事に係る建設業の許可を受けていない者にその建設工事を請け負わせたとき。
　　セ　元請負人又は下請負人が、その業務に関し、法令に違反し、建設業者として不適当であると認められるとき。

５　建設業者等選定委員会の審議

（１）契約課長は、前項第２号の報告を受けたとき、又は自らの調査によって同号に掲げる事実を把握したときは、建設業者等選定委員会に報告するものとする｡

（２）建設業者等選定委員会は、前号の報告があったときは、速やかに審議を行い、その報告が前項第２号に掲げる事実に該当すると判断したときは、その旨を市長に報告するものとする。

６　建設業許可部局への報告

　　市長は、前項第２号の報告があったときは、当該元請負人又は下請負人が建設業の許可を受けた国土交通大臣又は都道府県知事及び当該事実に係る営業が行われる区域を管轄する都道府県知事に対し、その事実を通知するものとする。
７　その他

　　請負代金額が4,500万円（建築一式工事にあっては、9,000万円）未満の建設工事に係る施工体制の点検事項等については、市長が別に定める。
　　　附　則

　この要領は、平成15年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要領は、平成16年４月１日から施行する。

附　則
　この要領は、平成17年４月１日から施行する。

附　則

　この要領は、平成27年11月１日から施行する。
　　　附　則
この要領は、平成28年６月１日から施行する。
　　　附　則

この要領は、令和３年５月１日から施行する。
　　　附　則

この要領は、令和５年４月１日から施行する。

附　則

この要領は、令和８年４月１日から施行する。

PAGE  
4

